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We must learn from past disasters. On March 11, 2011, the earthquake caused enormous damage. 
This experience must be utilized as a lesson of urban development nationwide. It is purpose of the 
research to devise future measures by clarifying the cause of damage caused the disaster. 
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1. はじめに 
 2011 年 3 月 11 日，東北地方の太平洋沖を震源に発生
した東日本大震災は甚大な被害をもたらした。被災地で
ある東北地方の太平洋沿岸の地域では発生から約 5年が
経過した現在も復興に向け様々な活動が行われている。
しかし地域によって被害の大きさや復興の状況に格差が
生じていることが問題として取り上げられる。これらの
問題は今後の復興並びに将来の自然災害に備えるため全
国の都市開発の教訓として活かさなければならない。 
そこで本研究では、過去の災害により被災した地域に
おいて被害の大きさに差が生じた要因を把握することで
災害に対しどのような予防策が重要なのかを解明し、ま
たそれらの要因を元に今後の気候変動により被害を受け
る可能性の高い地域の特定や改善点を把握することを目
的とし研究を行った。 
 
2. 研究方法 
 本研究では過去の災害として 2011年 3月 11日に発生
した東日本大震災に関して被害の要因を把握すること、
そして今後地球温暖化が進行することにより海面の上昇
が起きた場合東京 23 区にどのような被害が発生するの
かを把握することを目的に研究を進めた。研究を行う上
で地理情報システム（ Geographical Information 
System : 以下 GIS）を使用し様々なデータを可視化する
ことで被害地域の要因や危険地域の把握を行った。 
 
（１） 東日本大震災に関するデータ 
 東日本大震災の研究対象地域として震源（北緯 38.0
度，東経 142.9 度）1)から近く被害の大きかった宮城県
石巻市の石巻港周辺を選定した。津波による浸水被害に
関しては，日本地理学会災害対応本部津波被災マップ作
成チームによって作成され PDFデータとして開示されて
いる「2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震に伴う津
波被災マップ」2)を参考にした。 
 被災地域の歴史的要因を把握するため、過去の地図デ
ータの収集を行った。過去の地図データに関しては，時
系列地形図閲覧ソフト「今昔マップ 3」により作成した。
研究対象地域においてどのような年代に、どの場所を中
心として建築物が建設されたのか、またどのような役割
を想定し街づくりが行われたのかを確認する必要がある
と考えた。そこで過去の地図データを収集するにあたり、
古地図の年代に関しては以下の 4時代を選定した。 
過去の地形を把握するため関東大震災が発生する前か
つ戦前の街の情報を把握するために 1907年（明治 40年）、
その後終戦直後の 1952年（昭和 27年）、さらに高度経
済成長期の街の発展の仕方を把握するために 1978年（昭
和 53年）、そして東日本大震災が発生する 10年前であ
り震災発生の街としての機能が確立していた 2001年（平
成 13年）の 4時代のデータを収集した。 
（２） 東京 23区に関するデータ 
将来の被害予測として東京 23区において研究を行う。
23 区において災害が発生した際の避難場所が東京都に
より指定されている。避難場所は発生した際、地区ごと
に広く建物などが周囲になく一時的な安全が確保される
場所である。東京 23区内に現在（平成 29年 2月現在）
197か所指定されている。3)さらに東京都では避難場所以
外に災害によって住宅が損壊した場合や一時的な避難で
はなく長期的に滞在できる体育館や公民館などの避難所
も指定され公表されている。避難所の総数は現在 2299
か所指定されており、様々な用途ごとに細かく指定され
ている。その種類は、避難所、避難場所、一時避難所、
二次避難所、福祉避難所と様々な用途にわけられている。 
 
3. 東日本大震災による津波浸水地域の特性 
東日本大震災の津波浸水地域の特性として、地形的背
景と歴史的背景の 2つの観点から考察を行った。等高線
データなどを用いて地形的要因を把握した結果と古地図
を用いて歴史的要因を把握した結果を記す。 
（１） 標高データを用いた地形的要因 
図 1に石巻港の浸水地域と GISを用いて等高線より作
成した標高データを可視化した TINデータを示す。 
 
 
図 1 東日本大震災による浸水地域と標高データ 
 
図の右部分の浸水被害を受けていない地域は山岳地帯
となっており、また中央部の地域は周囲よりおよそ 15m
高くなっている丘であると確認できる。このことより沿
岸部であっても海抜15m以上の地域は東日本大震災の津
波被害を受けていないことが確認できる。 
（２） 古地図を用いた歴史的要因 
被災地域において、市街化の経年変化を把握するため
に過去の地図（古地図）を用いて東日本大震災により発
生した津波の浸水地域を重ね合わせることで把握を行っ
た。 
 
 
図 2 1907年の古地図における東日本大震災の浸水範囲 
 
 
図 3 1952年の古地図における東日本大震災の浸水範囲 
 
 
図 4 1978年の古地図における東日本大震災の浸水範囲 
 
 
図 5 2001年の古地図における東日本大震災の浸水範囲 
 
 1907年の段階では研究対象地域のほとんどが荒れ地
や水田であることが確認できる。唯一川沿いに少数では
あるが建物が集中しており確認できる。1952年では戦前
の 1907年から存在していた川沿いの地域を中心として
居住地域が拡大したのが確認できる。また浸水を免れた
図中央地域に建物が建設され始め最も高い箇所に学校が
建設された。また 1952年までは図の左地域は水田として
活用されていた。高度経済成長期の 1978年では、沿岸地
域が整備され港として活用され始めた。また道路も細か
く張り廻らされ対象地域全体に建築物が建設され始めた
のがわかる。前対象年代である 1952年と比較しても東日
本大震災による津波の浸水地域に多くの建物が建設され
たことが確認できる。2001年になると山岳地域（図右
上）を除く全体に建物が建設された。高度経済成長期ま
では水田が存在していたが 2001年になると水田地域は
確認できず、水田地域であった土地にも住宅が建設され
た。港や道路、インフラ整備の充実により人口の増加が
起こり住宅の無秩序な建設が進められたようにも解釈で
きる。 
 
4. 将来の被害予測と防災性の実態把握 
今後の自然災害や温暖化の進行により被害が発生した
際の予防策について言及する。対象地域として東京 23
区について研究を進めた。 
（１） 各種データの可視化 
 GISを用いて東京 23区の様々なデータを可視化したも
のを掲載する。 
 
 
図 6 東京 23区における標高データ 
 
 
図 7 避難所のポイントデータ 
（２） 可視化による関東地方の被害危険地域の把握 
 地球温暖化が進行するにあたり海水面の上昇が発生
する。そこで前項で作成した標高データを用いて海水面
の上昇による被害を受ける可能性の高い危険地域の特定
を行った。現在の海水面より何 m上昇するとどの地域が
浸水してしまう危険があるのかを検証した。 
現在の海水面においても対策がないと浸水してしまう
可能性がある地域が存在する。（海抜 0m地域）（図 8）
さらに温暖化の進行により海面上昇した際の危険地域の
特定も行った。3m、5m、10mの海面上昇により浸水危険
地域を図 9～11に記載する。 
 
 
図 8 海面上昇による浸水危険地域（0m） 
 
 
図 9 海面上昇による浸水危険地域（3m） 
 
 
図 10 海面上昇による浸水危険地域（5m） 
 
 
図 11 海面上昇による浸水危険地域（10m） 
 
浸水危険地域を見比べてみると海水面の上昇が 3m 以
内であると江東区、墨田区の全域が浸水することが確認
できた。また 3m以上の上昇が発生すると 23区の沿岸部
全域が浸水し始める。さらに 23区の上部地域、埼玉県と
の県境周辺まで浸水が広がり 23 区の半分程度海に沈む
可能性が確認できる。 
 また江東区、墨田区周辺は海抜が 0m である危険性
に加え、東に荒川、西に隅田川と水に囲まれている。こ
のことより将来の地球温暖化による海水面上昇に対して
何らかの対策を行わなくてはならないのは明確であり、
さらに今後起こり得る自然災害に対しても早急に対策を
行わなくてはならない最も重要な地域であるといえる。 
（３） 避難場所の有効性と問題点 
東京都には前述のとおり、197か所の避難場所があり、
それぞれ担当する地区が割り当てられている。しかしそ
の自治体の割り当てには格差が存在することが確認され
た。 
本研究で着目した避難場所は明治神宮外苑地区である。
明治神宮外苑地区は横に長く地区割り当てが設定されて
おり一番遠い笹塚駅からの距離は直線距離で約 2.0 ㎞、
歩道の距離だと約 3.0 ㎞と遠い。さらに避難場所の地区
割り当ての中で明治神宮外苑とその担当地区の最も遠い
場所である笹塚駅の高低差が最も大きいのである。 
図 12 に笹塚駅から明治神宮外苑までの最短経路の地
図を、そして表 13に図 12で示した最短経路の距離と高
低差に関して GISを用いて可視化したものを示す。左が
笹塚駅で右が明治神宮外苑である。 
 
 
図 12 笹塚駅から明治神宮外苑までの最短経路 
 
表 13笹塚駅から明治神宮外苑までの最短経路の断面図 
 
 
笹塚駅と明治神宮外苑では高低差が約 20mありその経路
も上り下りの激しい坂道となっていることがわかる。笹
塚駅で災害が発生した際、明治神宮外苑まで避難するの
は距離が遠く高低差もあるため高齢者や子供には困難で
あると考えられる。 
 
5. 結論 
本研究では、気候変動による影響や自然災害に対して
都市の防災性に関して過去の災害を調査し被災地域の特
性を把握し、将来の被害地域の特定と防災性に関して現
状の実態把握を行った。 
（１） 東日本大震災による被災地域の特性の把握 
東日本大震災により発生した津波の浸水被害地域に関
して、標高データを用いて可視化することで被害を受け
た地域と免れた地域の境目となる高さは約 15mであるこ
とが確認できた。 
被害を受けた地域に存在する建物に関しては、古地図
を用いることでどの年代に建設されたのかを把握するこ
とができた。最も浸水地域に多く建物が建設された高度
経済成長期から現在の間では人口の集中や利便性を強く
求めることによって防災性を軽視した建物の建設が行わ
れたのだと考えられる。過去の災害を教訓に今後の街づ
くりを行い同じ悲劇が起こらないよう計画する必要があ
ると考える。 
（２） 23区における防災性の検証と危険地域の把握 
東京 23区において、東側の地域は海抜が低く将来浸水
の危険性が高いことが確認できた。特に江東区、足立区、
墨田区などでは災害発生した際、避難場所も浸水の恐れ
があり対策を早急に計画する必要があると考える。また
避難場所において地域間に格差が生じており、見直しも
しくは新たな避難場所の確保が必要だといえる。 
（３） 結論と今後の展望 
気候変動による地球温暖化に対し様々な対策が行われ
緩和策だけでは悪化するとされている現状、今後どのよ
うに地球温暖化による変化に適応していくかも重要とな
る。また日本では地震大国といわれるなど昔より自然災
害と共に発展してきた。今後発生が予測される災害に対
しどのような予防が効果的なのか、またどのような地域
が危険なのかを改めて確認する必要がある。そこで本研
究では過去に発生した災害、東日本大震災により被害を
受けた地域の要因の把握を行った。また今後の災害や温
暖化による環境の変化を予想し東京 23 区における危険
地域の把握を行った。得られた知見は今後の街づくりの
一助となり得る。そして得られた知見により今後の災害
や環境の変化により被害を受ける可能性が高いと想定さ
れた地域においては早急に対策を講じる必要がある。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究では浸水被害の危険地域の特性の把握でとどま
る結果となった。今後の研究では気候変動により発生す
る様々な被害や環境変化を取り扱い、より具体的にどの
ような対策が有効的かの検証さらには提唱を行えればと
考えている。また日本全国の多くの地域を調査すること
により各地域が抱えている気候変動の影響から発生する
問題点やその解決策の提案につながればと考えている。 
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